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【被害概要】 

被害分類 

 

 

 

 

 

被害宅地 面積 約13,500ｍ2 宅地数 53宅地 

被害要因 

 

 

 

 

 

【位 置 図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【平面図（被災状況写真位置図）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【被災状況写真】 
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① 谷埋め型盛土に起因 ② 腹付け型盛土に起因 ③ 地すべり地形に起因 

⑤ 擁壁の安定性不足に起因 ⑥ 緩い盛土に起因 ④ 切盛境界に起因 ⑦ 地盤の液状化に起因 

区 名 太白区 地区名 恵和町 主な街区 ９・１４・１５・２０・２１・２５番街区の一部 

被災タイプ Ａ 被災タイプ Ｂ 被災タイプ Ｃ 

被災地

被災地 

Yahoo!地図より引用・加筆 

写真－４  写真－３  

写真－２  写真－１ 

写真-1 

写真-2 

写真-3 

写真-4 
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２．追加調査事項 

調査等位置図 追加調査項目一覧 

 

H24年度 

追加調査項目 
調査位置、孔番号 調査目的 

機械ボーリング H24B-1、H24B-2 
主たる変状範囲の中央部においてボーリング調査を実施し、地質構成

及び土質の物理・力学特性を補完する。 

原位置せん断試験 

(LLT) 
H24B-1 

主たる変状範囲の中央部において、地盤のせん断剛性率を調査し、構

造物の設計に資する変形係数及びせん断定数を推定する。 

PS・キャリパー・ 

密度検層 

主たる変状範囲の中央部において、調査孔を用いてせん断波速度の深

度分布を把握する。 

室内土質試験 
H24B-1 

H24B-2 

室内土質試験(物理試験一式、三軸圧縮試験、繰り返し非排水三軸試

験、締固め試験、岩石試験一式)を実施し、盛土層を主とした地盤の

物理・力学特性を補完する。 

表面波探査 測線1～測線9 

盛土層の緩み範囲及び切盛境界を推定するため、せん断波速度の平

面・断面分布を把握する。地表面に生じた変状箇所を包括する、既設

道路上にて縦横断方向に実施。 

 
 

作業イメージ 

 

機械ボーリング 原位置せん断試験(SB-LLT試験) 

  

PS・キャリパー・密度検層 表面波探査 

 

 

【凡 例】 

切土境界 

盛土境界 

 

機械ボーリング 

ラムサウンディング試験 

既往調査地点(H23年度) 

追加調査地点(H24年度) 

表面波探査測線 

(既往)○○-△ 

(既往)○○-△ 
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平成23年度 検討内容 平成24年度 検討内容 

【宅地被害の状況】 

本地区では、幅約170ｍ、長さ約110ｍの範囲で、地盤の滑動と亀裂、並びに高い擁壁で孕(はら)み、前傾及び水平移動が

発生した。 

また、斜面下の平坦地の一部に、地盤の液状化が生じたと思われるところがある。 

【造成履歴及び盛土の分類】 

本地区は昭和30年代の前半に造成された住宅地であり、八木山丘陵の高いところを切土し、それらを用いて低いところを

埋め立てた谷埋型盛土の土地である。 

【盛土及び地下水の状況】 

盛土材料は『細粒分質砂質礫』に分類され、盛土の厚さは３～１５ｍ（平均８m）が確認された。また、地盤の相対的な締

り程度を示すN値はN＝0～10が得られたが、地盤の滑動に影響する表層の土壌部のN値はN=０～４が得られ「非常に緩い』

締り程度を示している。 

地下水位は、高い位置に分布し、特に斜面上部と下部では地表面下１ｍ程度の高い位置に確認されている。 

【変状メカニズム】 

今回の地震は震度５強と大きく、また地震動の継続時間が長かったため、谷埋め型盛土が慣性力により埋没谷の下流方向

に向かって滑動し地盤に亀裂が生じた。測量結果によると、地震による地盤の変位量（水平方向）は埋没谷の左岸(東側)で

20cm 程度に留まり（右の平面図参照）、谷筋～右岸(西側)の変位量は最大 50cm（右の平面図参照）で、末端部の土塊の迫出

しや地盤の隆起が明瞭である。このことから、左岸の地盤は変形程度の滑動に留まり、谷筋～右岸の地盤は盛土内すべりに

至ったと考えられる。 

地盤の液状化が生じたと思われるところは地下水位が地表面下1m程度に確認されているところであり、地震動による地盤

中の間隙水圧の急上昇が土砂噴出を引起したことが考えられる。 

 

素因 

・谷埋め型盛土による比較的急傾斜の地盤。 

・盛土表層部のＮ値が0～4と脆弱。 

・地下水位が高い。 

誘因 
・最大震度５強(仙台市太白区、2011年3月11日発生) 

・継続時間の長い地震動。 

 

変状発生 

・地震動が長時間作用したため、谷埋め型盛土中の特に緩い部分

(GL-4m～-6m付近)のせん断強度が低下し、これをすべり面とする盛

土の移動が発生。 

・大きな地震動が作用したため、慣性力により重量の大きいコンクリ

ート擁壁は前方へ移動し、玉石積み擁壁では崩壊が発生。 

・局部的に地盤の液状化が発生。 

 

 

 

 
 

【宅地被害の状況】 

本地区では、幅約170ｍ、長さ約110ｍの範囲で、地盤の滑動と亀裂、並びに高い擁壁で孕(はら)み、前傾及び水平移動が

発生した。 

また、斜面下の平坦地の一部に、地盤の液状化が生じたと思われるところがある。 

【造成履歴及び盛土の分類】 

本地区は昭和30年代の前半に造成された住宅地であり、八木山丘陵の高いところを切土し、それらを用いて低いところを

埋め立てた谷埋型盛土の土地である。 

【盛土及び地下水の状況】 

盛土材料は『細粒分質砂質礫』に分類され、盛土の厚さは３～１５ｍ（平均８m）が確認された。また、地盤の相対的な締

り程度を示すN値はN＝0～10が得られたが、地盤の滑動に影響する表層の土壌部のN値はN=０～４が得られ「非常に緩い』

締り程度を示している。地表面変形および被災宅地分布は、表面波探査によるVs=180ｍ/sec程度の速度境界と良い相関性を

示す。 

地下水位は、高い位置に分布し、特に斜面上部と下部では地表面下１ｍ程度の高い位置に確認されている。 

【変状メカニズム】 

今回の地震は震度５強と大きく、また地震動の継続時間が長かったため、谷埋め型盛土が慣性力により宅地傾斜方向に埋

没谷の下流方向に向かって変形し地盤に亀裂が生じた。測量結果によると、地震による地盤の変位量（水平方向）は埋没谷

の左岸(東側)で 20cm 程度に留まり（右の平面図参照）、谷筋～右岸(西側)の変位量は最大50cm（右の平面図参照）で、末端

部の土塊の迫出しや地盤の隆起が明瞭である。このことから、左岸の地盤は変形程度の滑動に留まり、谷筋～右岸の地盤は

盛土内すべりに至ったと考えられる。本変状をもとにしたブロック区分ごとの被害形態は、谷筋～右岸の地盤では「盛土内

の速度境界を不連続面とする変形」、左岸の地盤では「盛土表層部（ひな壇部）の変形」と推察される。 

地盤の液状化が生じたと思われるところは地下水位が地表面下1m程度に確認されているところであり、地震動による地盤

中の間隙水圧の急上昇が土砂噴出を引起したことが考えられる。 

素因 

・谷埋め型盛土による比較的急傾斜の地盤。 

・盛土表層部のＮ値が0～4と脆弱。 

・地下水位が高い。 

誘因 
・最大震度５強(仙台市太白区、2011年3月11日発生) 

・継続時間の長い地震動。 

 

変状発生 

・地震動が長時間作用したため、谷埋め型盛土中の特に緩い部分

(GL-4m～-6m付近)のせん断強度が低下し、これをすべり面とする盛

土の移動盛土内変形が発生。 

・他地区に比べひな壇の変形は不明瞭。 

・大きな地震動が作用したため、慣性力により重量の大きいコンクリ

ート擁壁は前方へ移動し小規模な傾倒を生じ、玉石積み擁壁では崩

壊が発生。 

・被害形態は、盛土内の速度境界を不連続面とする変形、および盛土

表層部(ひな壇部)の変形と判断される。 

・局部的に地盤の液状化が発生。 
 

３. 変状メカニズム 
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【表面波探査 速度層断面図】 【速度層断面 平面配置図】 

 

 

 

測線1(L=200m) 

測線2(L=90m) 

測線3(L=110m) 

測線6(L=60m) 

測線7(L=270m) 

測線4(L=50m) 測線5(L=40m) 
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測線8(L=180m) 

測線9(L=280m) 
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盛土の緩み範囲（Vs≒180m/sec境界） 

・せん断波速度Vs=180m/secの境界は、主たる変状範囲およびその周囲に確認される被災宅地の分布と概ね

一致しており、本境界が盛土の緩み範囲を示すものと想定される。 

・速度層断面図より推定できる盛土の最大緩み深度は、概ね5mである。 

盛土の緩み範囲（Vs≒180m/sec境界）
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◆平成23年度 検討平面図 ◆平成24年度 検討平面図 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆速度区分断面図 
 

Vs≒180m/s の境界と変状分布および被災宅地分布は良

い相関を示す。 

当該区間は表面波探査実施不可のため 

速度層分布は地形に沿って推定 

埋没沢の右岸(西

側)で明瞭な側方

亀裂 

頭部滑落崖 

道路に沿って、長さ 140m、

最大落差 0.8ｍの亀裂が発

生。開口部を伴う。 

末端部の変状 

埋没沢の右岸(西側)で道路の

隆起、山側土塊の迫
せり

出しが顕

著。 

地盤の液状化が生じたと

思われるところ。 

地盤の亀裂、擁壁の変状が認め

られる範囲。但し埋没谷の左岸

(東側)と右岸(西側)とで変状に

差異が見られる。 

主たる変状範囲の末端部は、盛土の変形に伴う圧縮領域のため、

相対的に締りが良く、高い速度層が分布していると考えられる。 

【凡 例】 

切土境界 

盛土境界 

開口亀裂 

圧縮・隆起 

主たる変状範囲 

盛土の緩み範囲 

被災宅地 
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◆平成23年度 検討断面図(旧地形より判読される谷方向) 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆平成24年度 検討断面図(検討断面測線の変更) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【 Ａ－Ａ’断 面 図 】 

地下水位が高い 

埋没谷筋の断面図 

想定すべり面 

土塊の迫出し･道路の隆起が顕著 

明瞭な滑落崖･開口亀裂

埋没谷左岸の断面図 

地盤の液状化

移動土塊の基底面 

変位量は20cm程度

地下水位が高い

滑落崖発生

【 Ｂ－Ｂ’断 面 図 】 

盛土の最急勾配方向への滑動が主となることが明らか

となったため、検討断面測線方向を変更した。 

表面波探査速度層境界

(Vs=180m/sec下限) 

盛土表層4m付近のPS検層による速度層区分

及びせん断波速度Vs=180m/sec(地形沿いに推

定)に加え、ボーリング調査で確認された、礫

混じり粘土で構成され概ね平均 N 値＜5 を示

す盛土層を移動土塊と設定し、下層との境界

を設計上のすべり面と設定した。 

地表踏査により盛土上方で確認されて

いる引っ張り亀裂を設計上のすべり面

頭部と設定した。 

地表踏査で確認された、末端の滑動崩落

による変状(擁壁の押出し)をもとに、設

計上のすべり面下部と設定した。すべり

下方では、表面波探査による Vs≒

180m/secは表層1m程度のみに分布。 
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４.対策方針 

平成23年度検討内容 平成24年度検討内容 

本地区の対策方針としては、埋没沢の左岸（東側）に対して排土及び地下水排水による滑動抑制を図

り、谷筋～右岸（西側）に対しては、これらに加えて不安定土塊と基盤を一体化する抑止工を併用する。

なお、地下水排水工は、地盤の液状化防止にも有効な工法である。 

 

 

 

 

【説明】 

 この地区の地盤変状は、強い地震の慣性力が地盤を滑動させ、擁壁の崩壊・迫
せり

出しを生じたものである。 

埋没谷の左岸と、谷筋～右岸とで変動に違いが生じ、左岸は地盤の変形程度の滑動に留まったが、谷筋～右

岸は盛土内すべりに至ったと考えられる。ただ何れにおいても地盤の滑動を防止するには、移動土塊と基盤と

を一体化する抑止工の採用が考えられる。 

 しかし、当該地区は谷を埋めて造成された住宅地としてはかなり急傾斜（12°～14°）のひな壇型宅地であ

り、地区内の一部の市道は車両の進入が困難な階段道となっているほか、以下のような地域特性を有している。

・変状斜面の頭部から末端部まで、住宅が密集する。 

・住宅と住宅の境は高さ2m～4mの擁壁で区画され、擁壁と前面住宅との空間が狭い。 

・大型重機を必要とする対策工の実施には、重機進入路確保のための住宅の解体撤去が必要となる。 

・斜面上部ほど盛土が厚く、且つ地下水位は高い。 

これらの特質および地盤変状の地域差を勘案したとき、以下の事項を踏まえて対策方針を策定した。 

 ・実現可能な工法であること。 

 ・住宅の解体撤去等、対策工のための住民の負担をできる限り小さくする。 

 ・不確定要素があるものの、地盤の液状化防止のためにも地下水位低下工を組み入れる。 
 

 

 

本地区の対策方針としては、埋没沢の左岸（東側）に対して排土及び地下水排水による滑動抑制を図り、谷筋～右岸（西側）に

対しては、これらに加えて不安定土塊と基盤を一体化する抑止工を併用する。なお、地下水排水工は、地盤の液状化防止にも有効

な工法である。 

本地区の対策方針としては、埋没沢の左岸（東側）・右岸（西側）で変形量の差はあるものの、いずれも滑動崩落を生じている事

から、滑動崩落範囲全体を対象に「盛土内の速度境界を不連続面とする変形」と「盛土表層部（ひな壇部）の変形」に対する抑止対策

を行う。また地下水が高い事から、宅地に影響しない範囲で水位低下工による滑動抑制を図る。 

 

【説明】 

この地区の地盤変状は、強い地震の慣性力が地盤を滑動させ盛土を変形させ、道路面のクラック・擁壁の崩壊・迫
せり

出し等の変状を生じ

たものである。 

埋没谷の左岸と、谷筋～右岸とで変動変形量に違いがあるが、ただ何れにおいても地盤の滑動を防止するにはいずれも盛土変形による

ものであり、移動土塊と基盤とを一体化する抑止工の採用が考えられる。 

 しかし、当該地区は谷を埋めて造成された住宅地としてはかなり急傾斜（12°～14°）のひな壇型宅地であり、地区内の一部の市道は

車両の進入が困難な階段道となっているほか、以下のような地域特性を有している。 

・変状斜面の頭部から末端部まで、住宅が密集する。 

・住宅と住宅の境は高さ2m～4mの擁壁で区画され、擁壁と前面住宅との空間が狭い。 

・大型重機を必要とする対策工の実施には、重機進入路確保のための住宅の解体撤去が必要となる。 

・斜面上部ほど盛土が厚く、且つ地下水位は高い。 

これらの特質および地盤変状の地域差を勘案したとき、以下の事項を踏まえて対策方針を策定した。 

 ・実現可能な工法であること。 

 ・住宅の解体撤去等、対策工のための住民の負担をできる限り小さくする。 

 ・不確定要素があるものの、地盤の液状化防止のためにも地下水位低下工を組み入れる。 
 

 なお対策工は、4月に公表された「宅地耐震工法選定ガイドライン＆解説」に示された対策工法を基本に比較検討により選定を行う。「盛

土内の速度境界を不連続面とする変形」と「盛土表層部（ひな壇部）の変形」に適する対策として、以下の工法が挙げられる。 
  
◆盛土内の速度境界を不連続面とする変形 ： 抑止杭工・アンカー工・固結工等 
◆盛土表層部（ひな壇部）の変形 ： 矢板併用抑止杭工・鉄筋挿入工・固結工等 
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N

地下水位低下工の
適用範囲 

排土工を適用 

抑止工の適用範囲 

被災範囲 

地下水位低下工は、地
盤の液状化防止にも効
果が期待できる。 

【 Ａ－Ａ’断 面 図 】

盛土内すべり対策
として排土工 

埋没谷筋の断面図 

盛土内すべり対策と
して、抑止効果の高
い工法が必要 

排水工法により地下
水位低下が必要 

◆平成23年度検討平面図・断面図 ◆平成24年度修正検討平面図・断面図 

盛土内の速度境界を不連続面とする

変形に対する対策を行うブロック。 

盛土表層部（ひな壇部）の変形

に対する対策を行うブロック。

盛土表層部（ひな壇部）

の変形に対する対策を行

うブロック。 

滑動崩落の方向は、盛土の最急傾斜

方向に概ね一致する。 

地下水位が高いた
め、地下水排除工が
必要。 

盛土表層部(ひな壇部)に対

する対策が必要。 

盛土内の速度境界を不連続面と
する変形に対する抑止効果の高
い工法が必要。 

【 検 討 縦 断 面 図 】 
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(1)平成23年度検討 対策工計画例 

  埋没谷筋～右岸（西側、A-A’断面）； 

アンカー工+排土工＋地下水位低下工 

  左岸（東側、B-B’断面）； 

排土工＋地下水位低下工 
 

 

【Ａ－Ａ’ 断面図】 

アンカー工；PC鋼より線、ｱﾝｶｰ体長3.5m
      @3.0m×1段 

 地下水位低下工； 
   集水井φ3500mm×２箇所 
   横ボーリングL30m×7孔/箇所 

排土工；4宅地撤去 
     及び排土工 

■対策工の設置理由と目的 

 

【アンカー工】 

   盛土内すべり末端部の擁壁を受圧構造物としてアンカーを打設することにより、移動土

塊の引止めを図る。 

【排土工】 

滑動土塊の頭部の荷重を除去することにより、土塊の滑動力を低減する。 

【地下水位低下工】 

   地盤浅部の地下水位を低下させることによって移動土塊中の地下水を排除し、これによ

り移動土塊の滑動力を低減する。 

   但し、計画安全率への寄与は＋０．０５％までとする。 

 

■計画安全率 

   常 時；Ｆｓ＝１．２ 

   地震時；Ｆｓ＝１．０ 

【Ｂ－Ｂ’ 断面図】 

排土工；4宅地撤去 
     及び排土工 

 地下水位低下工； 
   集水井φ3500mm×２箇所 
   横ボーリングL20m×11孔/箇所 

集水井と 

横ボーリング 

排土工 

適用範囲 

アンカー工 
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●ほぼ全ての箇所に家屋が存在するため、

抑止杭工、矢板併用抑止杭工や網状鉄筋

挿入工での対応が必要である。 

●盛土内の変形に対する対策は鋼管杭に

より抑止する計画とし、盛土表層部（ひ

な壇部）の変形に対する対策は家屋と擁

壁の離隔をもとに決定している。 

●地下水位が高いため、地下水

位低下工として、横ボーリン

グ工を公共用地（階段部）に

設置する。 

■対策工の設置理由と目的 

【鋼管杭工】 

  盛土内の速度境界を不連続面とする変形に対し、杭の曲げ応力で移動土塊の抑

止を図る。 

【矢板併用抑止杭工，網状鉄筋挿入工】 

  盛土表層部（ひな壇部）の変形に対し、移動土塊の抑止を図る。 

【地下水位低下工：暗渠工・横ボーリング工】 

  地盤表層の地下水位を低下させることによって移動土塊中の地下水を排除し、

これにより移動土塊の滑動力を低減する。宅地内の配置が困難であり十分に打

設できない事から、安全率の上昇は考慮しない。 

※ 対策工は、主たる変状範囲について検討したものであり、盛土の緩み範囲に対

する検討は別途実施中である。 

■計画安全率 

   常 時；Ｆｓ＝１．５，地震時；Ｆｓ＝１．０ 

●地下水位が高いため、地下水

排除工として、暗渠工を公共

用地（道路部）に設置する。

(2)平成24年度検討 対策工計画(案) 

※ この対策工計画は案であり、今後の検討により見直しが行われる場合があります。 
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●盛土内の変形と盛土表層部の

変形に対する滑動崩落対策を

兼ねる。抑止杭(鋼管)。 
●盛土内の変形と盛土表層部の

変形に対する滑動崩落対策を

兼ねる。抑止杭(鋼管)。 
●盛土内の変形と盛土表層部の

変形に対する滑動崩落対策を

兼ねる。抑止杭(鋼管)。 

●盛土表層部の変形対策。 

宅地間が狭隘であるため、網状鉄筋

挿入工を採用している。 

●地下水排除工として、

横ボーリング工、暗渠

排水工を設置。 

●地下水位低下工とし

て、横ボーリング工、

暗渠工を設置。 

※ この対策工計画は案であり、今後の検討により見直しが行われる場合があります。 
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